
 

 

 

（別紙６） 

 

平成２４度 福岡県主任介護支援専門員研修について 

（市町村向けＱ＆Ａ） 
福岡県介護保険課 

 

Ⅰ．「地域包括支援センター 用」の主任枠関係 

 
 
問１ 地域包括支援センターの主任介護支援専門員は、必ず、当該研修を受講しない 

  といけないのか？  

（答） 

 地域包括支援センターにおいて、現に主任介護支援専門員として勤務している者また

は勤務予定の者は、必ず、主任介護支援専門員研修の全課程を修了する必要があります。 

この研修を修了しなければ、「主任」としての登録はできませんので、ご留意ください。 

 

 
 

問２ 勤務の都合上、どうしても受講できない日がある。一部日程のみ、別の日程の 

  主任研修を受講することは可能か？ 

      また、受講できなかった課目は、補講があるか？ 

（答） 

本研修は、定められた課程を全て履修する必要がありますので、所属で業務を調整し

ていただく等の対応をとっていただくようお願いします。原則、別の日程への変更はで

きません。なお、病気等のやむを得ない事情により欠講した場合にも、未修了課目のみ、

原則次年度の研修を受講していただきますので、御了承願います。 

  また、補講は予定しておりませんので、受講できなかった課目がある場合は、次年度

に受講していただきます。 

（次年度の研修日程等については、決定次第、各保険者に通知します。なお、未受講課

目分の受講料を徴収させていただきます。）  
 

 
 

問３ 当市が任用する主任介護支援専門員は、昨年介護支援専門員に登録されたばか

りで、実務経験がなく、また専門研修課程Ⅰ及びⅡを修了していないが、主任

介護支援専門員研修を受講できるか。 

（答） 

 地域包括支援センターの主任業務の重要性を踏まえ、申込者が別紙２－１の受講要件

に該当するかどうかを保険者で十分ご検討いただく必要があります。  
介護保険法上、地域包括支援センターの主任介護支援専門員は、主任介護支援専門員

研修修了者と規定されていますが、その研修受講対象者は、実務従事者が受講する専門

研修課程Ⅰ及びⅡを事前に修了しておくことが要件となっており、センターは主任介護

支援専門員として十分な知識と経験を有する人員を任用することが求められています。 
 

 



 

 

 

 

問４ 当地域包括支援センターには、「主任介護支援専門員」としては任用されてい 

  ないが、主任業務を補助している「社会福祉士(介護支援専門員の登録あり)」や 

  「介護支援専門員」がいる。主任介護支援専門員研修を受講できるか？ 

（答） 

 「主任介護支援専門員」として任用されていないのであれば、別紙２－１の「地域包

括支援センター用（受講区分Ⅰ）」の主任枠では受講できません。 

 なお、受講要件を満たせば、別紙２－２の「居宅介護支援事業所等用」の主任枠を活

用することは可能ですので、保険者でご判断ください。  
 

 
 

問５ 当市は地域包括支援センター業務を○○に委託しているが、委託先の都合によ 

  り、来年４月に「主任」が交替する予定である。現任の「主任」と、来年４月に 

  就任予定の「主任」の両者とも、主任介護支援専門員研修を受講できるか？  
 

（答）  
 別紙２－１の「地域包括支援センター用」の主任枠として研修を受講できるのは、現

時点で「主任」として任用されている方のみであり、来年４月に就任予定の「主任」は

まだ任用されていませんので、受講できません。 

 なお、地域包括支援センターの「主任」業務を円滑に進めていただくためには、「主

任」業務を担える人材の確保と業務を遂行できる体制づくりが不可欠であり、業務委託

先にはその人材確保と体制づくりを充分に説明して、適材を充てていただく必要があり

ます。 

 「地域包括支援センターの主任」の頻繁な交替は、地域包括支援センターの主任業務

の停滞を招き、地域の介護支援専門員の皆さんの支援と理解を得られないこととなりま

す。したがって、主任業務の構築途上のこの時期に「主任」を交替させることが適当な

のかどうかを含めて、センターの体制づくりを充分ご検討いただくようお願いします。 
 

 
 

問６ 当地域包括支援センターでは、４月に「主任」が交替する予定である。 

  主任研修を修了する月までは、｢主任」が不在となってしまうが、いいのか？ 

（答） 

 主任研修を修了した者を｢主任｣と称することとした現行の仕組みでは、地域包括支援

センターに「主任」を２名配置していない限り、異動の際に不在となることはやむを得

ないと考えています。この不在の期間をできるだけ短くするために、研修時期を年度当

初に設けています。  
 
 

 

問７ 「主任介護支援専門員研修」の受講を業務として位置付け、所属する主任介護 

  支援専門員に出張命令を出して研修を受講させることができるか？  

（答） 

 地域包括支援センターにおける主任業務は、センターにおける中心業務の一つであ

り、これを円滑に推進する体制づくりは、市町村（保険者）の責務です。このことを踏

まえ、雇用主（任用者）でご判断ください。  



 

 

 

 
 

Ⅱ．「居宅介護支援事業所等 用」の主任枠関係 

 
 

（答） 

 特定事業所加算（Ⅱ）における「主任介護支援専門員等」の「等」の取扱いについて

は、平成２２年度以降は算定の対象外となり、主任介護支援専門員研修の修了見込の者

は対象とはならず、修了している者が対象となりますので、さかのぼって加算の算定は

できません。 

 「受講区分Ⅱ」の受講者については研修修了後に算定してください。 

  

 
 

問10 平成２３年度に専門研修を受講したが、課程Ⅱを「一部未修了」となった者が  
いる。他の要件は満たすが、今回の主任介護支援専門員研修を受講できないか？  

 

（答） 

  別紙２－２の「居宅介護支援事業所等  用」の主任枠は、専門研修Ⅰ・Ⅱの修了者で

あることが前提となっていますので、次年度以降に修了後、受講対象者として推薦でき

ることとします。 

 

 
 

問11 「管理者兼介護支援専門員」として業務に従事していた期間が専任期間として  
  算定できる事業所は、どのような事業所をいうのか。 

（答） 

居宅系サービスである居宅介護支援事業所、又は小規模多機能型居宅介護支援事業所

において管理者と介護支援専門員を兼務していた期間は専任（常勤専従）の介護支援専

門員として実務に従事した期間として算定できます。  
 

 
 

問12 グループホーム（又は施設）で計画作成を担当する者がいる。介護支援専門員

の有資格者なので主任介護支援専門員研修を受講できるか。  
 

（答） 

  受講対象者の介護支援専門員とは、現に介護支援専門員の資格に基づく業務に従事す

る者を指します。したがって、例えばグループホームは他の計画作成担当者を監督する

役割を担う「介護支援専門員」として事業所が配置し、届け出られた者が該当します。 

 

 

 
問９ 当居宅介護支援事業所には、「受講区分Ⅱ」で受講する者がいる。主任介護  

支援専門員を配置すれば特定事業所加算（Ⅱ）の算定要件を満たすため、「修  
了見込」でさかのぼって加算を算定できるか？  

 



 

 

 

 

問13 居宅介護支援事業所（又は小規模多機能型居宅介護支援事業所）で管理者専任  
の業務を行っている者がいる。他の要件は全て満たしているので、「業務に従事  
している専任の介護支援専門員」として主任介護支援専門員研修を受講できるか？

 

（答） 

「業務に従事している＝現任」の取扱については、介護支援専門員の資格を持つ者が

居宅介護支援事業所（又は小規模多機能型居宅介護支援事業所）の管理者として就労し

ていた期間は、直接、サービス計画の作成等を行っていない場合であっても、当然、所

属の介護支援専門員のケアプランチェックやスーパーバイズを行っていることを前提

に、業務従事期間として算定できることとしています。  
したがって、介護支援専門員の資格を持つ管理者が管理者専任であっても他の受講基

準を満たしている場合は、主任介護支援専門員研修の受講対象者として推薦できます。 
なお、当該管理者が、「管理者兼介護支援専門員」として業務に従事している場合も、

「業務に従事している専任の介護支援専門員」として取り扱います。（問 11 参照）  
 
 
 

問14 過去に在宅介護支援センターで相談員を１年間、兼務していた者がいる。他の  
要件は全て満たしているので、「業務に従事している専任の介護支援専門員」と  
して主任介護支援専門員研修を受講できるか？  

 

（答） 

「ケアマネジメントを実施する事業所に所属する主任」枠は、５年間の専任期間を要

すこととなっています。在宅介護支援センターの相談員の兼務期間を含め、全ての兼務

期間は専任期間とはなりませんので、５年間の専任期間を満たした後に推薦願います。 
 
 
 

問 15 別紙２－２の「居宅介護支援事業所等 用」の主任枠、１の③「県又は市町村

や各種団体が実施する介護支援専門員に関する研修の講師を継続的に担当

した経験がある」とは具体的にどのようなことを想定しているのか？ 
 

（答） 

 県が実施する介護支援専門員に関する研修は、「介護支援専門員資質向上事業の 

実施について」（平成 18 年 6 月 15 日老発第 0615001 号厚生労働省老健局長通知)に係る研修を想

定しています。 

また、市町村が実施する介護支援専門員に関する研修は、市町村が実施主体で

ある介護支援専門員に関する研修であり、また、各種団体が実施する介護支援専

門員に関する研修は、事業者連絡協議会、及びそれに準ずる団体並びに福岡県介

護支援専門員協会各支部（介護支援専門員連絡協議会）が実施主体である介護支

援専門員に関する研修を想定したものです。 

  継続的とは１年に１～２回、２年以上継続的に研修講師を担当した者を想定し

ています。 

市町村や各種団体が実施する介護支援専門員に関する研修の講師を継続的に担

当した経験があるか又は現に講師を担当する者については、各保険者が把握して

あると考えますので、別紙２－２の「居宅介護支援事業所等 用」の主任枠、１の③に

該当する者は、各保険者が判断し推薦してください。     

 

 



 

 

 

 

問16 平成１２年４月以降に「介護（予防）支援業務」に専任（常勤専従）した期間  
が通算５年（６０ヶ月）に満たない者がいるが、主任介護支援専門員研修の受講  
対象者とならないか。  

   

（答）  
  平成１２年４月以降に「介護（予防）支援業務」に専任（常勤専従）した期間が通  

算５年（６０ヶ月）に満たない者であっても、県又は市町村や各種団体が実施する介  
護支援専門員に関する研修の講師を継続的に担当した経験があるか又は現に講師を担  
当する等、指導的立場にある者であって、常勤の介護支援専門員として実務に従事し  
た期間が通算して５年（６０ヶ月）以上である者であれば、受講対象者となります。  
※別紙２－２ １③参照  

 

 
 

問17 勤務の都合上、どうしても受講できない日がある。一部日程のみ、別の日程の 

  主任研修を受講することは可能か？ 

      また、受講できなかった課目は、補講があるか？ 

（答） 

本研修は、定められた課程を全て履修する必要がありますので、所属で業務を調整し

ていただく等の対応をとっていただくようお願いします。原則、別の日程への変更はで

きません。なお、病気等のやむを得ない事情により欠講した場合にも、未修了課目のみ、

原則次年度の研修を受講していただきますので、御了承願います。
 

 また、補講は予定しておりませんので、受講できなかった課目がある場合は、次年度

に受講していただきます。 

（次年度の研修日程等については、決定次第、各保険者に通知します。なお、未受講課

目分の受講料を徴収させていただきます。） 

 
 
 

問18 他都道府県で受講した主任介護支援専門員研修の修了証明書は、福岡県内の事  
業所勤務時でも有効であるか。また、福岡県で受講した主任介護支援専門員研修  
の修了証明書は、他都道府県の事業所勤務時でも有効であるか。 

（答） 

  主任介護支援専門員研修は、国要綱「介護支援専門員資質向上事業の実施につい

て」（平成１８年６月１５日老発第０６１５００１号厚生労働省老健局長通知）（別添

６）に基づき実施されているものであることから、主任介護支援専門員研修の修了

証明書は受講都道府県に限らず効力を有するものです。  
 
 
 

 

 

 


